	
	特定流通業務施設の認定基準
	国税の特例措置（割増償却）
	地方税の特例措置
（固定資産税等の課税標準の特例）

	対象施設等
	普通倉庫
（1～3類倉庫）
	貯蔵槽倉庫
	普通倉庫
（1～3類倉庫）
	貯蔵槽倉庫
	普通倉庫
（1類倉庫）
	貯蔵槽倉庫

	対象者
	●総合効率化計画の認定を受ける者
	●総合効率化計画の認定を受けた倉庫事業者
	●総合効率化計画の認定を受けた倉庫事業者

	立地
	●社会資本等（高速自動車国道のIC等、鉄道の貨物駅、港湾、漁港、空港、流通業務団地、工業団地）又は卸売市場の周辺5kmの区域内
	●高速自動車国道のIC等の周辺5kmの区域内
●特定臨港地区(28港)
	●特定臨港地区(28港)
	●高速自動車国道等のICの周辺5km以内の区域
●臨港地区(120港)
	●臨港地区(120港)

	規模
	●3,000㎡以上（多階建6,000㎡以上）
	●6,000㎥以上
	●3,000㎡以上
(多階建6,000㎡以上)
	●6,000㎥以上
	●3,000㎡以上
(多階建6,000㎡以上)
	●6,000㎥以上

	構造
	●倉庫業法の施設設備基準に適合
●主要構造部である柱及びはりが鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
	●耐火建築物又は準耐火建築物(多階建にあっては耐火建築物に限る)
●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
	●耐火建築物又は準耐火建築物
●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
	●主要構造部が鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨造（骨格材の肉厚が3㎜以上）
●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと

	設備等
	荷捌き及び
輸送の効率化
（必須）
	●高規格バース（1の階のいずれかの外壁面の全てに貨物の搬出入場所が設けられており（技術的に不可能な部分は除く）、当該貨物の搬出入場所から奥行き5m以上の荷さばきの用に供する空間）

●大型車対応荷さばき・転回場（特定流通業務施設に設けられた貨物の搬出入場所の前面に奥行き15ｍ以上の空地）
●最大過積荷重2t以上のエレベーター（但し、特定流通業務施設の階数が2以上のものに限り、ランプウェイ構造を有する場合を除く）
	●搬入用自動運搬装置
●搬出用自動運搬装置（但し、「特定搬出用自動運搬装置」を有する場合は不要）

●大型車対応荷さばき・転回場（特定流通業務施設に設けられた貨物の搬出入場所の前面に奥行き15ｍ以上の空地）
	●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
●到着時刻表示装置
	●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
	●倉庫の1の階のいずれかの外壁面に貨物の搬出入場所が技術的に可能な範囲で設けられていること（左記「高規格バース」と同義）
●貨物の搬出入場所から奥行き5ｍ以上の荷さばきの用に供する空間
●貨物の搬出入場所の前面に奥行き15ｍ以上の空地（左記「大型車対応荷さばき・転回場」と同義）
	●搬入用自動運搬装置
●搬出用自動運搬装置（但し、「特定搬出用自動運搬装置」を有する場合は不要）
●貨物の搬出入場所の前面に奥行き15ｍ以上の空地（左記「大型車対応荷さばき・転回場」と同義）

	
	荷捌き及び
輸送の効率化
(選択要件）
	次のいずれかを有すること

●貨物自動車運送事業の営業所及び自動車車庫
※倉庫と同一敷地内に設置されていることが必要
●到着時刻表示装置
　※トラック予約受付システムにより予約を受け付けたトラックの到着予定時刻を表示するディスプレイ又は倉庫内作業員の携帯用端末（タブレット等）
	次のいずれかを有すること

●貨物自動車運送事業の営業所及び自動車車庫
●到着時刻表示装置

●特定搬出用自動運搬装置
※サイロから隣接する生産工場等に飼料等を搬出するベルトコンベア
	
	次のいずれかを有すること

●到着時刻表示装置
●特定搬出用自動運搬装置
	次のいずれかを有すること
●貨物自動車運送事業の用に供する事務所及び駐車施設（左記「貨物自動車運送事業の営業所及び自動車車庫」と同義）

●到着時刻表示装置
	次のいずれかを有すること
●貨物自動車運送事業の用に供する事務所及び駐車施設（同左）
●到着時刻表示装置
●特定搬出用自動運搬装置

	
	流通加工
（必須）
	●流通加工の用に供する設備
	●左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
	●流通加工の用に供する空間（左記「流通加工の用に供する設備」と同義）
	

	
	保管（必須）
	●データ交換システム
●貨物保管管理場所システム（倉庫内における貨物の保管場所を特定するシステムに限る）
	
	●データ交換システム
●貨物保管管理場所システム（倉庫内における貨物の保管場所を特定するシステムに限る）

	
	
	
	●くん蒸ガス循環装置
●くん蒸ガス保有力
	
	

	
	倉庫内作業の効率化（選択）
	●次のいずれかを有するもの
①自動搬送車　　　　②自動化保管装置
③高度荷さばき装置　④自動検品システム
	
	
	●次のいずれかを有するもの
①自動搬送車　　　　②自動化保管装置
③高度荷さばき装置　④自動検品システム

	
	災害（必須）
	●非常用データ保存システム（非常時に対応できる保存機能、通信機能及び電源機能を備えるもの）
	
	●地方税法では規定されていないが、左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと

	
	災害（選択）
	地震による貨物の荷崩れのおそれがある場合は、次のいずれかを有すること
●保管場所免震装置　●保管棚制震装置
●保管棚固定装置　　●貨物落下防止装置
●パレット連結装置

●貨物・パレット一体包装装置
	
	
	●地方税法では規定されていないが、左記特定流通業務施設の認定基準を満たすこと
	


物流総合効率化法「特定流通業務施設の認定要件」及び「税制特例要件」の比較表（令和４年４月）
